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２０２７年度介護保険制度改正に関する意見書 

 

介護保険制度は、２０００年の介護保険法施行により、高齢者の介護を社会全体

で支える仕組みとして創設された。高齢化が加速し、全国の介護認定者数は２０２

５年１０月末に約７３５万人。６５歳以上人口の約２０％が認定を受けている中で、

介護保険の利用者負担は１割から３割であり、１割負担の対象者は全体の９１％を

占めている。 

また、第１号被保険者の保険料全国平均は、制度開始時の月額２，９１１円から

６，２２５円へと年々増加しており経済的な負担も増加している。 

一方で、この間介護にかかわる職員の実質賃金はほとんど上昇せず大変厳しい状

況にあり、特に２０２４年度の報酬改定では訪問介護事業の基本報酬が引き下げら

れたことが大きな要因となり、介護保険事業所の倒産件数が前年度より３割増加し、

過去最多となった。さらに、昨今の中東情勢による必要資材の不足を心配する声が

出ており、価格の高騰がさらに経営を圧迫する事態となっている。 

現在、社会保障審議会では、２０２７年度介護保険制度改正に向けた議論が進め

られ、ケアマネジメントの１０割給付の見直しや要介護 1・２を「軽度者」と位置づ

け直し生活支援を介護保険サービスから地域支援事業へ移行することも議論されて

いる。しかし、これはさらなる利用者負担の増加につながり、支援が必要な人の利

用控えを招くこと、給付を受けることなく心身の状態が悪化し、かえって介護費や

医療費の増加につながりかねない事態となること、事業所や提供可能なサービスが

減り、介護保険料を納めているにもかかわらず必要なサービスを利用できない状況

になることが懸念される。 

よって、中野区議会は政府に対し、すべての高齢者が尊厳を保ち自立した生活を

送るため、利用者にも事業者にも持続可能な制度となるよう、次の事項について２

０２７年度介護保険制度改正の内容に反映するよう強く求める。 

 

記 

 

１ 利用料の２割負担の対象範囲の見直しにあたっては、所得だけでなく生活実態

や家計負担を十分に踏まえ、慎重に判断すること。 

 

２ 低所得者および医療費・介護費の合算負担が重い世帯に対する軽減措置を拡充・

継続すること。 

 

３ 深刻な介護人材不足を踏まえ、介護保険事業所が安定して運営できる介護報酬

を設定すること。 

 

４ ケアマネジメントの１０割給付を維持すること。 

 

５ 介護保険財源の確保に向け、現在２５％である国庫負担の割合を引き上げるこ



と。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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内閣総理大臣 

厚生労働大臣   あて 

内閣官房長官 
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